
(様式1)

所属名： 税務課 
(単位：千円)

事業番号 事業名 最終予算現額 決算額

2 総務費 2 徴税費 2 賦課徴収費 1257 評価事務 2,161 2,015

1258 課税事務 19,798 15,304

1259 徴収事務 13,075 12,524

小計 35,034 29,843

3 民生費 1 社会福祉費 3
住宅新築資金等債務
整理事業費

1658 住宅新築資金等債務整理事業 7,960 4,535

小計 7,960 4,535

5 農林水産業費 1 農業費 6 地籍調査事業費 191 国土地籍調査事業 17,840 14,931

小計 17,840 14,931

所属合計 60,834 49,309

令和6年度決算 事業体系図

款 項 目
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令和6年度　事業成果説明書　兼　評価書

事業番号 191 事業名 国土地籍調査事業 会計区分 一般会計
担当課 税務課 担当係 評価・地籍調査係 □新規　■継続
予算区分 款 5　農林水産業費 項 1　農業費 目 6　地籍調査事業費
まちづくり
ビジョン

（５）安心・安全な暮らしを守る持続可能なまちづくり ⑥ 公共インフラ（道路・上下水道など）の適正な維持管理
重点事業

年度 最終予算額 決算額
事業費財源内訳

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源

令和6年度 17,840 14,931 0 10,101 0 0 4,830

事業の目的
（なんのため
に）

国土調査法（昭和26年制定）に基づく第7次国土調査事業十箇年計画（R2～R11）により調査を実施し、地籍図及び地籍簿を
整備します。また、登記完了後は地籍データを管理し、土地財産の保全を図ります。　琴浦町調査対象面積：121.68km2　
（全町面積139.97km2から国有林及び公有水面を除く）

細事業等 内容 決算額
（千円） 財源内訳

調査済地区の地籍データ
管理・交付業務

地籍管理システムにてデータの管理を行い、住民・行政機関へデータ等の
交付を行いました。
・登記完了地区のデータ更新などシステムの維持管理
・公図・測量データの交付業務
主な内容
地籍管理システムデータ更新委託料：1,025千円
その他事務費：438千円

1,463 単町

国土地籍調査事業

地籍調査事業を実施しました。進捗率　44.8％（令和6年度末）
主な内容
1年目工程（現地調査、測量等）委託料：10,340千円
2年目工程（地籍図等作成）委託料：1,320千円
その他事務費：1808千円

13,468 国1/2.県1/4.町1/4

合計 14,931
事業の主な
実施状況 ①１年目工程（現地調査、測量等）を実施しました。

実施地区 実施前面積 実施後面積 実施前筆数 地権者数 現地調査日数

倉坂 0.27k㎡ 0.19k㎡ 213筆 44人 13日

①現地立ち合いの様子
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事業目的の
達成状況

担当課による評価 B　進展が大きくない
【前年度の課題の概要】
①地籍調査の成果を計画的に国の認証を受け、法務局へ送付します。
②事業の進捗率を上げるため、航空レーザー測量データ等を活用した調査方法の導入検討を行います。

【前年度課題についての対応及び成果】
①令和４年度現地調査実施分について、国に認証請求を行いました。
②航空レーザー測量データ等を活用した調査方法の導入に向けて、研修会参加、他町の視察を行いました。

【担当課による評価の理由】
林地を現地立会する調査方法では、１度の調査面積が限られるため、進捗率が伸びていません。
琴浦町第７次十箇年計画（令和２～令和１１年度）　令和６年度末時点で、計画の進捗率７．０４％。

今後の取り組み
の方向

①航空レーザー測量データ等を活用した調査を実施するために、地区選定をし、地権者等に説明会を行い、円滑な実施を図り
ます。
②事前の国県への要望では、航空レーザー測量データ等を活用した調査を前提とした要望を行い、事業費を確保します。

②2年目工程（地籍図等作成、閲覧）を実施しました。

　

実施地区 実施面積 実施前筆数 実施後筆数 地権者数 閲覧確認

佐崎、太一垣、西宮 0.15k㎡ 126筆 100筆 24名 100%

②地籍図等閲覧の様子
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